
− 19 −

秋田大学教育文化学部研究紀要　人文科学・社会科学部門　79　pp．19 〜 26　2024

１．はじめに
　2020 年から始まった新型コロナウイルス感染症の感
染拡大は，世界の社会・経済活動にダメージを与えた。
わが国でも感染防止を目的として，数度，長期にわたっ
て，国民に外出抑制等の行動制限を要請した結果，日本
経済に深刻な影響を及ぼした。
　例えば臼木（2022）は，コロナ禍での観光イベント
の中止による北東北 3 県（青森・岩手・秋田）経済への
マイナスのインパクトを推計し，各県の県内総生産の約
1 〜 1.5% を減少させたことを明らかにしている。
　その後，感染の終息に伴い，2023 年 5 月から感染症
法における位置付けが「５類感染症」に変更され，法的
な行動規制は無くなった。その結果，国内外の社会・経
済活動はコロナ以前の状況に戻りつつあり，人の移動も
活発となり多くの観光客が各地の祭り，イベント等を訪
れている。
　こうした環境変化を踏まえ，筆者は秋田県大仙市との
共同研究として，同市で開催され高い集客力を誇る「大
曲の花火」を事例に，ポストコロナにおける観光消費に
よる市内経済への効果に関する調査を行った。
　本稿は，この共同研究の成果に基づき，大仙市産業連
関表を作成した上で，「大曲の花火」の経済波及効果を
分析したものである。
　まず，市町村レベルでの産業連関表の作成手法に関す
るこれまでの議論を概観し，大仙市産業連関表を作成す
る上で必要となる視点や方法を整理する。
　その上で，地域連関表の作成手法として一般的なノン・

サーベイ法により大仙市産業連関表を作成し，大仙市の
産業構造の特徴を明らかにする。
　さらにこの大仙市産業表を用いて，2023 年に開催さ
れた「大曲の花火」が大仙市経済に及ぼすインパクトを
推計する。
　また，「大曲の花火」の経済波及効果の推計結果につ
いて，秋田県産業連関表を用いて推計された類似の分析
結果との比較を行い，市町村産業連関表の作成における
課題を検討する。

２．市町村産業連関表の作成に関するこれまでの議論
　観光消費やイベントの開催に伴う経済波及効果を分析
するツールとして，わが国では産業連関表の利用は広く
普及している。総務省（2023）によれば，2021 年度に
は都道府県等において 64 件の分析事例が報告されてい
る。
　しかし，地域産業連関表は都道府県や政令市レベルで
はおおむね 5 年ごとに作成されているが，市町村レベル
では独自に作成する必要がある。
　作業の負担や統計の制約は大きいものの，市町村がイ
ベント開催，インフラ整備等の費用対効果等を検討する
際に，市町村産業連関表を作成して，地域の経済構造や
経済波及効果を分析する事例は少なくない。
　入谷（2012），土居ほか（2019，2020）は，地域の経
済構造や地域間での経済取引，あるいは経済波及効果分
析等について，より実態を反映した情報を把握するため
に，市町村産業連関表の作成，利用を推奨している。
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Abstract
　　In this paper, we empirically clarify the impact of "Omagari Fireworks" in the Daisen City  using the Regional 
Input-Output Table.
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　しかし，本田・中澤（2000）は，分析ツールとして
の市町村地域産業連関表の重要性は高いものの，「実際
に市町村が置かれている状況を考慮すると，多くの資源
を使った作成方法を取ることはかえって市町村の負担を
重くし，本末転倒となる恐れがある」と指摘している。
　例えば都道府県の場合は，既存統計等の分割指標によ
り推計された数値について，県民経済計算や各種サーベ
イ等のマクロ経済統計を利用して妥当性を判断できる
が，市町村レベルではこうした統計が十分に整備されて
おらず，その判断を困難にしている点を作成上の課題と
してあげている。
　さらに，市町村レベルでは，輸移出・入に関する情報
の入手が難しいため，市町村産業連関表の作成が困難と
なる点をあげている。その解決策として，最終需要のバ
ランス式から輸移出・入を導出することや，輸移入は総
生産額との残差で決定する等，近似的に導出する手法が
現実的であると述べている。
　一方寺崎・三好（2020）は，既存の地域統計から推
計するノン・サーベイ法によって綾部市産業連関表を作
成し，地域の観光イベントである「あやべ水無月まつり
花火大会」が市内にもたらした経済波及効果について推
計している。
　この中で，綾部市産業連関表の作成の過程において，
市内生産額や市内需要等について京都府全体額との調整
の面で苦心したこと点をあげている。特に，綾部市への
経済波及効果のうち 7 割は市外からの来場者がもたらし
た効果であることから，来客者消費に占める比率の大き
い飲食への支出について，市内消費額のより正確な把握
の必要性を強調している。
　この点について三好（2020）は，ノン・サーベイ法
により，京都府内全 26 市町村の 105 部門での「市町村
内生産額」を算出し，京都府の生産額との誤差を明らか
にすることで，市町村レベルでの産業連関表の精度を評
価している。
　その結果，既存統計を利用した按分方法は一定の精度
を有すると評価できるものの，市町村産業連関表を作成
する普遍的な方法とまではいえないとしている。

３．大仙市産業連関表の作成
　本節では，現在入手可能な最新のデータである「平成
27（2015）秋田県産業連関表（15 部門分類）」をもとに，
市町村民経済計算などの既存の地域統計を利用したノ
ン・サーベイ法により大仙市産業連関表を作成する。
　先行研究でも指摘されているように，市町村レベルの
各種サーベイや輸移出・入等のマクロ統計は入手困難な
ものもある。
　そこで本稿では，統計作成の手法，産業分類等の面で，

都道府県レベルの統計と整合性が高い「令和２年度秋田
県県民経済計算」と「令和 2 年度秋田県市町村民経済計
算」を基本的な分割指標として利用する。
　まず，本田・中澤（2000）の手法を参考にして，大
仙市産業連関表を作成する手順を，産業連関表の基本構
造に従い具体的にみていく。（図表 1）

①産業部門別大仙市内生産額の推計
　産業連関表の年次に合わせて，2015 年の秋田県県民
経済計算の部門別生産額と市町村民経済計算の大仙市部
門別生産額の比率（按分比率）を計算し，その按分比率
を平成 27（2015）年秋田県産業連関表の県内生産額に
乗じることで大仙市産業連関表の市内生産額を求める。2）

　これらの関係を式で示すと以下のとおりとなる。

大仙市産業連関表産業部門別市内生産額＝秋田県産業連
関表県内産業部門別県内生産額×（大仙市産業部門別生
産額÷秋田県産業部門別生産額）

②中間投入額の推計
　上記①で得られた大仙市内生産額に秋田県産業連関表
の投入係数を乗じて，産業部門別中間投入額を導出する。

③産業部門別付加価値額の推計
　上記①で得られた大仙市内生産額に秋田県産業連関表
の付加価値係数を乗じて導出する。

④最終需要部門の推計
　産業部門別の粗付加価値部門の行和を，秋田県産業連
関表の家計外消費支出の構成比で按分し，産業部門別最
終需要額を導出した。
　さらに部門内の一部の項目については，その特徴と行
列のバランスに配慮して，次のような調整を行った。
　民間最終消費支出は，国勢調査における県・市の人口
比率を秋田県産業連関表の民間最終消費額に乗じて導出
した。
　一般政府最終消費支出，総固定資本形成（公的，民間），
在庫品純増は，県民・市町村経済計算の総生産額の県・
市比率を秋田県産業連関表の各項目に乗じて導出した。

図表１　大仙市産業連関表の作成手順
中間需要 最終需要 市際収支 市内生産額

中 間 投 入 ② ④ ⑤ ①
粗付加価値 ③
市内生産額 ①

（出典）本田・中澤（2000）
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⑤市際収支の推計
　大仙市を一つの経済圏として捉えれば，市域外との取
り引き関係が想定される。ここでは，国の輸出・入の結
果である貿易収支に相当する「市際収支」を上記①〜④
の推計値を利用して推計する。
　まず輸移出については，前述のとおり統計面での制約
を補完するため，秋田県県民経済計算の部門別生産額と
市町村民経済計算の大仙市部門別生産額の比率（按分比
率）を計算し，その按分比率を秋田県産業連関表の輸移
出に乗じることで導出した。
　輸移入については，上記①で導出した大仙市内生産額
から，上記④で導出した市内需要計並びに輸移出を控除
して導出した。
　これまでの作業により導出した輸移出から輸移入を控
除することにより，大仙市における産業部門別の市際収
支を推計する。

⑥大仙市産業連関表の作成
　上記①〜⑤のような手法による各部門の推計を経て，

「2015 年大仙市産業連関表　取引基本表　産業大分類
（15 部門分類）」及び「2015 年大仙市産業連関表　開放
経済型逆行列係数表」を作成した。（図表 2，図表 3）
　なお，ノン・サーベイ法による推計では，中間投入部
門，付加価値部門，最終需要部門，輸移出・入を個別に
推計しているため，最終的な合計値である大仙市産業連
関表の市内総生産額と整合するように全体のバランス調
整を行った。

４．大仙市の産業構造の特徴
　前節で作成した大仙市産業連関表をもとに，大仙市の
産業構造の特徴を確認しておきたい。（図表 4）
　まず市内生産額に占める産業部門の生産額の割合は，
製造業 16.6%，サービス 8.3%，運輸・郵便 4.1%，商業
3.6% 等が高くなっている。
　一方，大仙市の産業の多くは市際収支がマイナス（輸
移入超過）となっているが，農業，林業，電力・ガス・
水道は市際収支がプラス（輸移出超過）となっており，
これらの産業がいわゆる「外貨獲得」に貢献しているこ
とがわかる。
　ただし，市際収支の合計は -96,082 百万円（960.8 億円）
と輸入超過となっており，大仙市において生み出された
粗付加価値部門の合計 239,421 百万円（2,394.2 億円）
の 4 割（40.1%）に相当する金額が市域外に漏出してい
る状況にあることを示している。
　影響力係数は，運輸・郵便 1.08，情報通信 1.07，鉱
業 1.03，電力・ガス・水道 1.02，商業 1.01 等で 1.0 を
超える値を示しており，これらの産業は他部門へ与える

影響が大きいと考えられる。3）

　感応度係数は，サービス 1.81，運輸・郵便 1.21，情
報通信 1.04 等で 1.0 を超える値を示しており，これら
の産業は他部門の経済活動から受ける影響が大きいと推
察される。4）

　さらに，産業部門別にみた経済波及効果は，運輸・郵
便 1.38，情報通信 1.36，鉱業 1.30，電力・ガス・水道 1.30，
商業 1.28，農業 1.27，林業 1.25 は全産業平均 1.25 を越
えており，自部門の需要増加（生産額の増加）以上に大
仙市内産業の生産額を増加させることを示している。5）

　このようにみてくると，農業は外貨を稼ぎ（市際収支
がプラス），経済波及効果も大きいことから，大仙市の
基幹産業となっていることが確認できる。
　製造業は市内生産額に占める割合（16.6%）は大きい
ものの，市際収支がマイナス（輸移入超過）で，他産業
への影響力，経済波及効果は相対的に大きい状況にはな
い。
　商業は，市内生産額に占める割合（3.6%），他産業へ
の影響力（影響力係数 1.08），経済波及効果（1.28）が
ともに大きく，市内経済において重要な産業であること
が明らかになった。
　情報通信は，他産業に対する影響（影響力係数 1.07），
他産業から受ける影響（感応度係数 1.04），経済波及効
果（1.36）はともに高いものの，市内経済における割合

（2.3%）は他産業に比較して小さい状況にある。
　サービスは，市内生産額に占める割合（8.3%）は高く，
大仙市内では観光に関連する重要な産業として位置付け
ることができる。一方，他産業の経済活動により影響を
受ける産業（感応度係数 1.81）でもあることから，「大
曲の花火」のような大規模イベントが開催され大仙市内
の各産業の生産活動が活発になることで，生産が増加す
る産業であると考えられる。

５．「大曲の花火」開催に伴う経済波及効果の推計
　以下では，前節で推計した大仙市産業連関表を利用し
て，2023 年に開催された「大曲の花火」が大仙市内に
もたらす経済波及効果を推計する。

（１）大曲の花火について
　「大曲の花火」の正式な名称は「全国花火競技大会」で，
秋田県大仙市の雄物川の河川敷において，毎年 8 月末に
開催される花火大会である。
　開催地域が旧大曲市であったことから，「大曲の花火」
の名称が定着しており，「日本三大花火大会」の一つと
して国内での知名度も高い。
　「大曲の花火」は，1910（明治 43）年に神社の祭典の
余興として開催されたことに由来し，100 年以上の歴史
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大仙市産業連関表による「大曲の花火」の経済波及効果の分析

を誇るイベントで，例年 60 万人以上の観客を集めてい
る。（大曲の花火 HP）
　コロナ禍により 2020 〜 2021 年は中止され，2022 年
は有料観覧席のみとする入場制限のもとで開催され， 
2023 年には 4 年ぶりに制限の無い形で開催された。
　大仙市では「大曲の花火」の高い知名度を活用し，地
域ブランドとしてシティセールスや夏季以外での観光誘
客の促進につなげる取り組みを展開している。
　例えば，世界の国際色豊かな花火と日本の伝統技術の
粋を極めた花火が打ち上がる「大曲の花火−春の章−」，
挑戦・斬新をテーマにこだわりある演出による劇場型花

火ショーとして「大曲の花火−秋の章−」，若手花火作
家の技術・新作性等を競い合う「大曲の花火−新作花火
コレクション−」等を開催し，「花火のまち」として積
極的に大仙市の情報を発信している。

（２）「大曲の花火」の経済波及効果の推計
①観光消費額の推計
　「大曲の花火」の来場者数は，主催者や大仙市等から
公式に公表されていないため，秋田県（2023c）の「行
祭事・イベント別観光地点等入込客数（延べ人数）」を
参考にして，コロナ禍以前の 2019（令和元）年の数値

図表３　2015 年大仙市産業連関表　開放経済型逆行列係数表
01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

部
門
名

農
業

林
業

漁
業

鉱
業

製
造
業

建
設

電
力
・
ガ
ス・

水
道

商
業

金
融
・
保
険

不
動
産

運
輸
・
郵
便

情
報
通
信

公
務

サ
ー
ビ
ス

分
類
不
明

行
和

感
応
度
係
数

01 農業 1.086859 0.001604 0.000573 0.000550 0.019433 0.001881 0.000585 0.000634 0.000553 0.000099 0.001158 0.000756 0.000587 0.004334 0.000572 1.120178 0.881520
02 林業 0.000325 1.136464 0.000205 0.000245 0.007975 0.000331 0.000116 0.000078 0.000073 0.000013 0.000235 0.000103 0.000085 0.000383 0.000105 1.146737 0.902421
03 漁業 0.000003 0.000001 1.000494 0.000003 0.000052 0.000005 0.000003 0.000003 0.000004 0.000001 0.000007 0.000005 0.000004 0.000034 0.000004 1.000623 0.787437
04 鉱業 0.000406 0.000248 0.000197 1.001226 0.003566 0.001398 0.036495 0.000758 0.000245 0.000069 0.000476 0.000373 0.000451 0.000673 0.000359 1.046939 0.823885
05 製造業 0.027013 0.008232 0.026228 0.012179 1.045169 0.031842 0.011556 0.007144 0.005957 0.001021 0.025413 0.008522 0.007328 0.016896 0.010598 1.245097 0.979825
06 建設 0.003854 0.001762 0.000514 0.004879 0.003751 1.001460 0.015859 0.004557 0.003436 0.010119 0.008927 0.005483 0.010360 0.003349 0.003718 1.082030 0.851500
07 電力・ガス・水道 0.009562 0.004800 0.003667 0.030941 0.021913 0.005275 1.062711 0.021368 0.006544 0.001599 0.011584 0.010006 0.012189 0.018121 0.008701 1.228981 0.967142
08 商業 0.040701 0.012226 0.023941 0.014479 0.029663 0.030606 0.013057 1.010011 0.006559 0.001464 0.031655 0.011076 0.008604 0.025104 0.010702 1.269848 0.999303
09 金融・保険 0.006846 0.007795 0.007694 0.029434 0.007425 0.011584 0.016439 0.014807 1.029698 0.052434 0.021191 0.007431 0.015129 0.008321 0.008913 1.245141 0.979860
10 不動産 0.002927 0.002108 0.001781 0.013584 0.003915 0.005501 0.006757 0.024187 0.014936 1.017230 0.019632 0.016240 0.003144 0.011499 0.029275 1.172714 0.922864
11 運輸・郵便 0.036144 0.037694 0.024499 0.088441 0.020649 0.028254 0.025337 0.067306 0.023023 0.002565 1.064802 0.020071 0.020651 0.018096 0.057955 1.535486 1.208346
12 情報通信 0.004183 0.002423 0.004785 0.009363 0.006934 0.008279 0.011116 0.024421 0.035056 0.002930 0.009138 1.114879 0.018633 0.015744 0.047868 1.315751 1.035426
13 公務 0.001340 0.001083 0.002143 0.002681 0.000934 0.002876 0.001132 0.001800 0.001307 0.000247 0.001670 0.001207 1.000424 0.001320 0.246922 1.267087 0.997130
14 サービス 0.039474 0.032500 0.023172 0.085873 0.045426 0.103198 0.096182 0.100021 0.118816 0.018620 0.175714 0.160442 0.114628 1.088075 0.099177 2.301318 1.811014
15 分類不明 0.005435 0.004393 0.008690 0.010872 0.003789 0.011664 0.004591 0.007300 0.005300 0.001000 0.006771 0.004896 0.001718 0.005354 1.001309 1.083083 0.852329

列和 1.265070 1.253334 1.128583 1.304750 1.220596 1.244153 1.301936 1.284397 1.251507 1.109411 1.378373 1.361492 1.213932 1.217304 1.526177
影響力係数 0.995543 0.986307 0.888135 1.026768 0.960544 0.979082 1.024554 1.010752 0.984869 0.873047 1.084706 1.071421 0.955300 0.957953 1.201020

図表４　大仙市の産業構造の特徴
大仙市（百万円） 構成比 市際収支（百万円） 影響力係数 感応度係数 経済波及効果

農業 4,651 1.1% 14,541 1.00 0.88 1.27 
林業 905 0.2% 573 0.99 0.90 1.25 
漁業 235 0.1% -402 0.89 0.79 1.13 
鉱業 6,376 1.5% -4,692 1.03 0.82 1.30 
製造業 70,734 16.6% -49,115 0.96 0.98 1.22 
建設 1,721 0.4% 0 0.98 0.85 1.24 
電力・ガス・水道 9,932 2.3% 2,999 1.02 0.97 1.30 
商業 15,238 3.6% -12,676 1.01 1.00 1.28 
金融・保険 7,219 1.7% -5,970 0.98 0.98 1.25 
不動産 4,104 1.0% -6,416 0.87 0.92 1.11 
運輸・郵便 17,539 4.1% -7,706 1.08 1.21 1.38 
情報通信 9,846 2.3% -8,146 1.07 1.04 1.36 
公務 514 0.1% 0 0.96 1.00 1.21 
サービス 35,569 8.3% -18,961 0.96 1.81 1.22 
分類不明 2,192 0.5% -111 平均 1.25 
内生部門計 186,776 43.8% -96,082 
粗付加価値部門計 239,421 56.2%
市内生産額 426,197 100.0%
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を来場者数とした。
　具体的には 8 月の大会は 75 万人，春・秋に開催され
たイベントは合わせて 5 万人，合計 80 万人と想定した。
その内訳は，県外客・県内客の比率は 7:3 とし，宿泊者
数は各々 1% と仮定した。（図表 5 ①，図表 5 ②）6）

　続いて，ここで想定した来場者数に属性別の観光消費
額単価を乗じることで，「大曲の花火」における観光消
費額を推計する。
　観光消費額単価は，秋田県（2023c）に基づいて，県外・
宿泊客は 29,704 円，県外・日帰り客は 7,126 円，県内・
宿泊客は 14,893 円，県内・日帰り客は 3,252 円とした。（図
表 5 ③）
　これらの諸前提から，来場者による観光消費額は 5,045
百万円（50.5 億円）と推計された。（図表 5 ③）

②「大曲の花火」の経済波及効果の推計
　前項で推計した市内観光消費額 5,045 百万（50.5 億円）
は，あくまで花火大会で大仙市内において消費された金
額である。
　この市内観光消費額が大仙市の経済全体に及ぼす影響
を推計するため，「2015 年大仙市産業連関表　開放経済
型逆行列係数表」を利用して，大仙市への経済波及効果
を分析する。（図表 3）
　まず，前項で算出した市内観光消費額 5,045 百万円

（50.5 億円）を「大曲の花火」による「市内最終需要増
加額」と定義した上で，商業マージンと大仙市内自給率
を乗じて「市内需要増加額」3,567 百万円（35.7 億円）
を推計した。（図表 5 ④）7）8）

　この市内需要増加額を商業に 20%，運輸・郵便に
10%，サービスに 70% の割合で振り分けた上で，逆行
列係数を乗じることで第 1 次の経済波及効果を推計す
る。さらに第 1 次波及効果を大仙市産業連関表の「民間
最終消費」における各産業部門別の構成比により再度振
り分けを行い，逆行列係数を乗じることで第 2 次経済波
及効果を推計した。
　上記の推計をまとめると，直接効果は 3,567 百万円，
第 1 次経済波及効果 850 百万円（8.5 億円），第 2 次経
済波及効果 716 百万円（7.2 億円），これらを合計した
総合効果は 5,134 百万円（51.3 億円）と推計された。（図
表 5 ⑤）
　市内最終需要増加額 5,045 百万円（50.5 億円）に対す
る総合効果 5,134 百万円（51.3 億円）の比率である「波
及効果倍率」は 1.02 倍という結果となった。
　さらに，粗付加価値誘発額は 3,103 百万円（31.0 億円）
と推計された。これは，2020 年度の大仙市内総生額 2,617
億円（名目）の約 2% に相当する金額である。
　生産誘発額（総合効果）が大きい上位 3 業種をみると，

図表５　�大仙市産業連関表による大曲の花火の経済効果の推計
①入込客数の想定
来場者数（人） 800,000 

うち大曲の花火（人） 750,000 
うち春・秋（人） 50,000 

②入込客の県外・県内比率の想定
入込客数（人） 構成比

県外客割合 A 560,000 70.0%
うち宿泊 8,000 1.0%

うち日帰り 552,000 69.0%
県内客割合 B 240,000 30.0%

うち宿泊 8,000 1.0%
うち日帰り 232,000 29.0%

合計（A+B） 800,000 100.0%

③消費単価の想定
R4 県観光統計

単価（円）
市内観光消費額

（百万円）
県外宿泊客 29,704 238 
県外日帰客 7,126 3,934 
県内宿泊客 14,893 119 
県内日帰客 3,253 755 
合計 5,045 

④需要増加額の想定
最終需要増加額（百万円）A 5,045 
うち市内需要増加額（百万円） 3,567 
消費転換率（R4秋田市家計調査） 0.54 

⑤経済波及効果の推計結果
生産誘発額 粗付加価値誘発額

直接効果（百万円） 3,567 2,165 
第１次波及効果（百万円） 850 477 
第２次波及効果（百万円） 716 462 
総合効果（百万円）B 5,134 3,103 
波及効果倍率（倍）B/A 1.02 

⑥産業部門別の効果
産業部門別総合効果（百万円）

構成比
農業 18 0.4%
林業 2 0.0%
漁業 0 0.0%
鉱業 3 0.1%
製造業 75 1.5%
建設 17 0.3%
電力・ガス・水道 89 1.7%
商業 739 14.4%
金融・保険 88 1.7%
不動産 190 3.7%
運輸・郵便 388 7.5%
情報通信 89 1.7%
公務 9 0.2%
サービス 3,403 66.3%
分類不明 23 0.5%
合計 5,134 

（出典）秋田県（2020），秋田県（2023c）
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宿泊業・飲食業等を含む「サービス」の誘発額は 3,403
百万円（34.0 億円）で市内全体の総合効果の 66.3% を
占めている。次いで，来場者の消費活動に関係が深い「商
業」の誘発額は 739 百万円（7.4 億円）で総合効果の
14.4%，「運輸・郵便」の誘発額は 388 百万円（3.9 億円）
で総合効果の 7.5% を占める結果となった。（図表 5 ⑥）

（３）推計結果に関する考察
　「大曲の花火」は，「春・秋」を合わせて数日間のイベ
ントにもかかわらず，年間の市内総生産額の約 2% もの
経済波及効果を生み出していることが明らかになった。
　ここで本稿の推計結果を検証する意味で，過去に行わ
れた類似の分析と比較を行ってみたい。
　フィデア総合研究所（2010）は，本稿と同様に来場
者数を 80 万人と仮定し，「平成 17 年秋田県産業連関表

（102 部門表）」を用いて，秋田県内全域での生産波及効
果を分析している。
　その結果，秋田県内最終需要額 7,827 百万円（78.3 億
円）に対して，経済波及効果（総合効果）は 9,032 百万
円（90.3 億円）となり，波及効果倍率は 1.84 倍と推計
された。
　秋田県産業連関表を利用していることに加えて，来場
者の県外・県内比率，宿泊・日帰りの比率，消費単価等
の想定が本稿と異なるため単純な比較は難しいが，波及
効果倍率が大きく異なる点には注意が必要であろう。
　波及効果倍率の高低を左右するのは逆行列係数である
が，こうした分析で一般的に利用される「開放経済型」
を採用する場合には，自給率に影響を受ける。
　本稿では大仙市を一つの経済圏と想定し，大仙市産業
連関表による分析を行ったが，通常は市町村レベルでの
経済活動がその地域内で完結することは稀である。さら
に自給率の低い産業部門では，需要増加の多くが市外に
漏出するため，波及効果倍率が一層低下する可能性があ
る。
　加えて，大仙市内の宿泊施設の収容力を考慮すると，
宿泊・日帰り比率は低く見込まざるを得ないことや，そ
の結果として来場者の消費の一部が市外で行われること
から，需要増加額が直接に市内経済に波及しない可能性
も考えられる。9）

５．おわりに
　本稿では，ノン・サーベイ法による市町村産業連関表
を利用することで，地域の実態を反映した経済構造や経
済波及効果のより詳細な把握が可能となることを示すこ
とができた。
　分析の結果からは，「大曲の花火」による経済波及効
果は，大仙市経済に大きな経済的恩恵をもたらしている

ことが明らかになった。
　「大曲の花火」による大仙市経済へのインパクトは，
市内総生産の約 2％に相当し，大仙市経済に不可欠の存
在であることが確認できた。さらに，経済波及効果は「大
曲の花火」に関連する様々な業種の生産や売上に貢献し
ていることもわかった。
　このように考えると，コロナ禍により 3 年間の中止や
制限付き開催を強いられたことは，大仙市経済に深刻な
ダメージを及ぼしたことは想像に難くない。
　今後はポストコロナを見据え，インバウンド観光の増
加による受け入れ体制の強化やオーバーツーリズムへの
対応等，新しい観光のあり方が求められると考えられる。
　特に 8 月の「大曲の花火」については，7.5 万人の大
仙市が 75 万人の来場者を受け入れており，まさに「オー
バーツーリズム」の極致といえる。
　この点について嶋村・上山（2021）は，神奈川県鎌
倉市を事例として，感染症対策として観光マナーの向上，

「分散型観光」をコロナ後の地域振興の施策として取り
組むことで，地域住民の環境維持と観光産業の振興の両
立につながるとしている。
　既に大仙市では，春・秋にも花火のイベントを開催す
る等，来場者の分散化や観光需要の平準化を意図した取
り組みに着手している。
　さらに，「大曲の花火」を地域ブランドとして活用す
るため商標登録を行ったほか，「国際花火シンポジウム」
の招致，国内外のイベントでの花火の打ち上げ，SNS
による情報発信等，シティセールスや観光誘客促進に向
けて官民をあげた事業を展開している。こうした取り組
みを通じて，「大曲の花火」による経済波及効果が拡大
することが期待される。
　今般のコロナ禍による観光需要の喪失と観光関連産業
へのダメージを受けた経験を踏まえれば，ポストコロナ
における「大曲の花火」のあり方を見直すことは，喫緊
の課題であると考えられる。
　最後に，本研究を通じて明らかになった分析手法に関
する課題を述べておきたい。
　まず，ノン・サーベイ法による市町村産業連関表の作
成では，ベースとなる都道府県産業連関表を分割する指
標の妥当性の検証が必要となる。
　都道府県産業連関表を作成する際には，国の産業連関
表をベースに分割する作業を行うが，分割後の推計値を
検証する際に，都道府県民経済計算や各種サーベイ等の
マクロ統計の利用が可能である。しかし，市町村レベル
ではこうした統計が十分には整備されておらず，入手可
能かつ代替可能な指標を利用した近似接近に頼らざるを
得ないため，妥当性の検証が難しい状況にある。
　また，市町村レベルでは輸移出・入に関する統計を入
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手することができない問題がある。輸移出・入の値は「地
域内自給率」に直接作用し，経済波及効果を推計する際
に利用する「逆行列係数」にも影響を及ぼすことにな 
る。10）

　こうした課題の解決は，より実態を反映した市町村産
業連関表を作成と，地域経済の実態把握や経済波及効果
の推計に関する精度の向上につながるものと考えられ
る。
　これらの改善は今後の課題としたい。

注
１） 本研究は，2023 年度秋田大学教育文化学部地域連携推

進事業パイロットリサーチプロジェクト「大曲の花火
がもたらす経済効果に関する調査・研究」（大仙市から
の依頼研究）の成果に基づいている。

２） 先行研究では按分比率の推計において，経済センサス（総
務省）の「従業者数の県・市比率」等が用いられてい
る事例が多いが，経済センサスと産業連関表との作成
年次のズレや，一部で産業部門の分類の不一致等が生
じるため，本稿ではそれらの調整が容易な県民・市町
村民経済計算を利用した。

３） 影響力係数（＝部門別逆行列係数の列和÷逆行列係数
の列和の全産業平均）とは，各産業の最終需要が１単
位増加した場合，全産業に与える生産波及の影響力が
どの産業で大きいかを表す係数で，1.0 以上であれば
影響力が平均以上であることを示している。

４） 感応度係数（＝部門別逆行列係数の行和÷逆行列係数
の行和の全産業平均）は，各産業の最終需要が１単位
増加した場合，各産業から受ける生産波及の総影響が
どの産業で大きいかを表す係数で，1.0 以上であれば
感応度が平均以上であることを示している。

５） ここでの産業部門別の生産波及効果とは，取引基本表
の開放型逆行列係数（［I-（I-M）A］-1）の各列和のことで
あり，１単位の自部門の需要増加（生産額の増加）が，
他部門の産業の生産額をどれだけ増加させるかを示し
ている。

６） 県外・県内客の比率，宿泊者割合については，大仙市
との共同研究において実施した，大仙市や関係機関へ
のインタビュー調査等をもとに，独自に想定した。

７） 消費支出（購入者価格）には商業マージンが含まれて
いることから，商業マージン率（秋田県［2020］）を
利用して，産業連関表における生産者価格に転換する
必要がある。

８） 大仙市内に経済波及効果が生じるのは，市内で生産活
動を行った場合であることから，本稿では，最終需要
増加額に自給率（＝１−大仙市輸移入率）を乗じて市
内需要増加額を導出した。

９） 寺崎・三好（2020）は，綾部市（京都府）で開催され
た花火大会の同市内での経済波及効果と，京都府全体
へ及ぼす経済波及効果を比較し，綾部市以外の京都府
自治体へのスピルオーバー（漏出）効果を試算しており，

綾部市で生じた付加価値誘発額の過半が漏出している
ことを明らかにしている。

10） 本田・中澤（2000）は，移出・入に関しては市町村レ
ベルで使用できる統計は存在しておらず，推計に際し
て非常に大きな障害となることから，アンケート調査
等によって輸出・移出から移出・移入を分離する方法
を試みている。
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